
 

 

 

 

 

 

 

 

年金記録訂正請求に係る答申について 
近畿地方年金記録訂正審議会 

平成 30 年 11 月 26 日答申分 

 

  ○答申の概要 

    年金記録の訂正の必要があるとするもの    ４件 

      厚生年金保険関係      ４件 

     



 

 

 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1800231 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1800065 号 

 

第１ 結論 

  １ 請求者のＡ事業所（現在は、Ｂ事業所）における昭和 59 年 10 月１日から昭和 60 年１月

１日までの期間、同年２月１日から昭和 62 年１月１日までの期間、同年２月１日から昭和

63 年２月１日までの期間、同年３月１日から同年７月１日までの期間、同年 11 月１日から

同年 12 月１日までの期間、平成元年４月１日から同年５月１日までの期間、同年 11 月１日

から平成２年１月１日までの期間、同年２月１日から平成５年７月１日までの期間、平成８

年 10 月１日から平成 10年 10 月１日までの期間、平成 14 年 10 月１日から平成 20年１月１

日までの期間及び同年２月１日から同年９月１日までの期間の標準報酬月額を別表のとお

り訂正することが必要である。 

    上記訂正後の標準報酬月額については、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例

等に関する法律（以下「厚生年金特例法」という。）第１条第５項の規定により、保険給付の

計算の基礎となる標準報酬月額として記録することが必要である。 

    事業主は、請求者に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められ

る。 

  ２ その余の請求期間については、厚生年金保険被保険者記録の訂正を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 昭和 59年８月１日から平成 22年４月１日まで 

    ねんきん定期便に記載された厚生年金保険料の納付額を見ると、Ａ事業所（現在は、Ｂ事

業所）に勤務した期間のうち、請求期間について、給料支払明細書、給料明細書及び給与明

細書（以下「給料支払明細書等」という。）に記載された厚生年金保険料の控除額より低く記

録されていることが分かったので、請求期間の標準報酬月額を実際の厚生年金保険料控除額

に見合う標準報酬月額に訂正し、年金額に反映してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

  １ 請求期間のうち、昭和 59 年 10 月１日から昭和 60 年１月１日までの期間、同年２月１日

から昭和 62 年１月１日までの期間、同年２月１日から昭和 63 年２月１日までの期間、同年

３月１日から同年７月１日までの期間、同年 11月１日から同年 12 月１日までの期間、平成

元年４月１日から同年５月１日までの期間、同年 11 月１日から平成２年１月１日までの期

間、同年２月１日から平成５年７月１日までの期間、平成８年 10 月１日から平成 10 年 10

月１日までの期間、平成 14 年 10 月１日から平成 20 年１月１日までの期間及び同年２月１

日から同年９月１日までの期間について、請求者から提出された給料支払明細書等により、

請求者が、オンライン記録の標準報酬月額を超える報酬月額の支払を受け、当該標準報酬月

額に基づく厚生年金保険料額を超える厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

    また、厚生年金特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正



 

 

 

及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及

び請求者の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、請求期間に

係る標準報酬月額については、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定すること

となる。 

    したがって、請求期間のうち、昭和 59 年 10 月１日から昭和 60 年１月１日までの期間、

同年２月１日から昭和 62 年１月１日までの期間、同年２月１日から昭和 63 年２月１日まで

の期間、同年３月１日から同年７月１日までの期間、同年 11 月１日から同年 12 月１日まで

の期間、平成元年４月１日から同年５月１日までの期間、同年 11 月１日から平成２年１月

１日までの期間、同年２月１日から平成５年７月１日までの期間、平成８年 10 月１日から

平成 10 年 10 月１日までの期間、平成 14 年 10 月１日から平成 20 年１月１日までの期間及

び同年２月１日から同年９月１日までの期間に係る標準報酬月額については、前述の給料支

払明細書等により確認できる報酬月額及び厚生年金保険料控除額から、別表のとおり訂正す

ることが妥当である。 

    なお、事業主が請求者に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を納付す

る義務を履行したか否かについては、事業主は不明である旨回答しているが、前述の給料支

払明細書等により確認できる報酬月額及び厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額と

オンライン記録の標準報酬月額が長期間にわたり一致していないことから、事業主は、前述

の給料支払明細書等により確認できる報酬月額を社会保険事務所（当時）に届け出ておらず、

その結果、社会保険事務所は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前

の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）について納入の告知を行っておらず、事

業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  ２ 請求期間のうち、昭和 59 年８月１日から同年 10 月１日までの期間、昭和 60 年１月１日

から同年２月１日までの期間、昭和 62 年１月１日から同年２月１日までの期間、昭和 63年

７月１日から同年 11 月１日までの期間、同年 12 月１日から平成元年４月１日までの期間、

同年６月１日から同年９月１日までの期間、平成２年１月１日から同年２月１日までの期間、

平成５年７月１日から平成８年 10月１日までの期間、平成 10 年 10 月１日から平成 14年 10

月１日までの期間、平成 20 年１月１日から同年２月１日までの期間及び同年９月１日から

平成 22 年４月１日までの期間については、前述の給料支払明細書等により確認又は推認で

きる報酬月額及び厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額のいずれか低い方の額は、オ

ンライン記録の標準報酬月額と同額又は低い額であることから、厚生年金特例法による保険

給付の対象に当たらないため、記録の訂正は認められない。 

    また、請求期間のうち、昭和 63 年２月１日から同年３月１日までの期間、平成元年５月

１日から同年６月１日までの期間及び同年９月１日から同年 11 月１日までの期間について

は、請求者は、当該各期間に係る給料支払明細書等を所持していない上、Ｂ事業所も請求者

の当該各期間に係る賃金台帳等を保管していないことから、請求者の当該各期間における報

酬月額及び厚生年金保険料控除額を確認又は推認することができない。 

このほか、請求期間のうち、昭和 63 年２月１日から同年３月１日までの期間、平成元年

５月１日から同年６月１日までの期間及び同年９月１日から同年 11 月１日までの期間に係

る請求者の報酬月額及び厚生年金保険料控除額について、確認又は推認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求期間のうち、

昭和 63 年２月１日から同年３月１日までの期間、平成元年５月１日から同年６月１日まで

の期間及び同年９月１日から同年 11 月１日までの期間について、請求者が、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めるこ

とはできない。 

 



 

 

 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1800231 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1800065 号 

 

訂 正 期 間 訂正後の標準報酬月額 訂正前の標準報酬月額 

昭和 59年 10 月から同年 12 月まで 32 万円 

26 万円 
昭和 60 年２月から同年７月まで 32 万円 

昭和 60 年８月 28 万円 

昭和 60 年９月 32 万円 

昭和 60年 10 月 28 万円 

20 万円 

昭和 60年 11 月及び同年 12 月 30 万円 

昭和 61 年１月 22 万円 

昭和 61 年２月 30 万円 

昭和 61 年３月 24 万円 

昭和 61 年４月 28 万円 

昭和 61 年５月から同年９月まで 30 万円 

昭和 61年 10 月から同年 12 月まで 34 万円 

30 万円 

昭和 62 年２月から同年６月まで 34 万円 

昭和 62 年７月 32 万円 

昭和 62 年８月及び同年９月 34 万円 

昭和 62年 10 月から昭和 63 年１月まで 36 万円 

昭和 63 年３月 34 万円 

昭和 63 年４月から同年６月まで 36 万円 

昭和 63年 11 月 44 万円 
41 万円 

平成元年４月 44 万円 

平成元年 11 月及び同年 12 月 41 万円 

34 万円 

平成２年２月 36 万円 

平成２年３月 38 万円 

平成２年４月 47 万円 

平成２年５月 53 万円 

平成２年６月 50 万円 

平成２年７月 50 万円 
41 万円 

平成２年８月及び同年９月 53 万円 

平成２年 10 月から同年 12 月まで 53 万円 

44 万円 

平成３年１月 47 万円 

平成３年２月 53 万円 

平成３年３月 50 万円 

平成３年４月から平成５年６月まで 53 万円 

平成８年 10 月から平成９年９月まで 59 万円 53 万円 

平成９年 10 月から平成 10 年９月まで 59 万円 47 万円 

別 表 



 

 

 

訂 正 期 間 訂正後の標準報酬月額 訂正前の標準報酬月額 

平成 14年 10 月から同年 12 月まで 59 万円 

53 万円 

平成 15 年１月から平成 16 年 10 月まで 62 万円 

平成 16年 11 月及び同年 12 月 59 万円 

平成 17 年１月から同年３月まで 62 万円 

平成 17 年４月 59 万円 

平成 17 年５月及び同年６月 62 万円 

平成 17 年７月及び同年８月 59 万円 

平成 17 年９月 59 万円 

56 万円 
平成 17年 10 月 62 万円 

平成 17年 11 月 59 万円 

平成 17年 12 月から平成 18 年８月まで 62 万円 

平成 18 年９月及び同年 10 月 59 万円 

50 万円 

平成 18年 11 月 56 万円 

平成 18年 12 月 59 万円 

平成 19 年１月及び同年２月 62 万円 

平成 19 年３月 56 万円 

平成 19 年４月 59 万円 

平成 19 年５月 62 万円 

平成 19 年６月及び同年７月 59 万円 

平成 19 年８月 62 万円 

平成 19 年９月 59 万円 

53 万円 

平成 19年 10 月 62 万円 

平成 19年 11 月 56 万円 

平成 19年 12 月 62 万円 

平成 20 年２月及び同年３月 62 万円 

平成 20 年４月 56 万円 

平成 20 年５月及び同年６月 62 万円 

平成 20 年７月及び同年８月 62 万円 59 万円 

 

 

 



       

 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1800228 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1800066 号 

 

第１ 結論 

  １ 請求者のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日を平成 20 年 10 月 16 日、

喪失年月日を平成 25 年３月 16 日とし、平成 20 年 10 月から平成 25 年２月までの標準報酬

月額を、平成 20 年 10 月から平成 21 年８月までは 16 万円、同年９月から平成 22 年８月ま

では 15 万円、同年９月から平成 23 年８月までは 17 万円、同年９月から平成 24年８月まで

は 16 万円、同年９月から平成 25年２月までは 17 万円とすることが必要である。 

    請求者のＡ社における標準賞与額を、平成 20 年 12 月 15 日は１万 4,000 円、平成 21 年７

月９日及び同年 12 月 15 日は３万円とすることが必要である。 

    平成 20年 10 月 16 日から平成 25 年３月 16 日までの期間並びに平成 20年 12 月 15 日、平

成 21 年７月９日及び同年 12 月 15 日の標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条ただ

し書の規定により、保険給付の計算の基礎となる被保険者期間及び標準賞与額として記録す

ることが必要である。 

  ２ 請求者のＢ社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日を平成 25 年７月１日、喪

失年月日を平成 26 年２月１日とし、平成 25 年７月から平成 26 年１月までの標準報酬月額

を 13 万 4,000 円とすることが必要である。 

    平成 25 年７月１日から平成 26 年２月１日までの期間については、厚生年金保険法第 75

条ただし書の規定により、保険給付の計算の基礎となる被保険者期間として記録することが

必要である。 

  ３ 請求者のＣ社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日を平成 26 年２月１日、喪

失年月日を平成 27 年３月１日とし、平成 26 年２月から平成 27 年２月までの標準報酬月額

を、平成 26 年２月から同年８月までは 13 万 4,000 円、同年９月から平成 27 年２月までは

16 万円とすることが必要である。 

    平成 26 年２月１日から平成 27 年３月１日までの期間については、厚生年金保険法第 75

条ただし書の規定により、保険給付の計算の基礎となる被保険者期間として記録することが

必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

   氏    名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

   住 所 ：  

２ 請求内容の要旨 

     請 求 期 間 ： ① 平成 20 年 10 月頃から平成 25年３月頃まで 

            ② 平成 20年 12 月 15 日 

            ③ 平成 21 年７月９日 

            ④ 平成 21年 12 月 15 日 

            ⑤ 平成 25 年７月頃から平成 26 年１月頃まで 

            ⑥ 平成 26 年２月頃から平成 27 年２月頃まで 

私は、氏名をＤとして、請求期間①はＡ社、請求期間⑤はＢ社、請求期間⑥はＣ社におい

て勤務し、請求期間②、③及び④にはＡ社から賞与の支給を受けていたので、調査の上、年

金記録を訂正してほしい。 

 



       

 

第３ 判断の理由 

オンライン記録において、請求者の生年月日及び請求者が使用していたとする氏名（Ｄ）と

一致する厚生年金保険被保険者記録が確認できるところ、この被保険者記録には、請求期間①、

⑤及び⑥に符合する厚生年金保険被保険者期間並びに請求期間②、③及び④に符合する標準賞

与額の記録が確認できる。 

また、請求者は、前述のＤの被保険者記録に係る年金手帳、雇用保険被保険者証並びにＡ社

及びＣ社からの給与振込が確認できる預金通帳を所持しているところ、Ａ社及びＣ社は、請求

者が自身であるとして提出した写真の者についてＤであるとして、同人が請求期間①にＡ社、

請求期間⑤にＢ社（平成 26 年にＣ社に合併）、請求期間⑥にＣ社に勤務していた旨それぞれ回

答している。 

さらに、請求者は、Ａ社、Ｂ社又はＣ社における同僚として複数の者の名前を挙げていると

ころ、これらの者については、各事業所における厚生年金保険被保険者記録が確認できる上、

各事業所における厚生年金保険被保険者記録がある者に照会し回答のあった複数の者は、請求

者が自身であるとして提出した写真の者について、Ｄである旨回答している。 

これらを総合的に判断すると、請求者が、Ｄとして、請求期間①にＡ社に勤務し、請求期間

②、③及び④に同社から賞与の支払を受け、請求期間⑤にＢ社、請求期間⑥にＣ社に勤務し、

それぞれの事業主は、請求者について、社会保険事務所（平成 22 年１月以降は年金事務所）

に対し、前述のＤの被保険者記録に係る届出を行ったものと認められる。 

したがって、請求期間①から⑥の各期間について、前述のＤの被保険者記録から、請求期間

①は、Ａ社における請求者の厚生年金保険被保険者資格の取得年月日を平成20年 10月 16日、

喪失年月日を平成 25 年３月 16 日とし、標準報酬月額については、平成 20 年 10 月から平成 21

年８月までは 16万円、同年９月から平成 22 年８月までは 15 万円、同年９月から平成 23 年８

月までは 17 万円、同年９月から平成 24年８月までは 16万円、同年９月から平成 25 年２月ま

では 17 万円とした上で、標準賞与額の記録について、請求期間②は、１万 4,000 円、請求期

間③及び④は、３万円とすることが必要である。 

   次に、請求期間⑤は、Ｂ社における請求者の厚生年金保険被保険者の資格取得日を平成 25年

７月１日、喪失年月日を平成 26 年２月１日とし、標準報酬月額については、13 万 4,000 円と

することが必要である。 

また、請求期間⑥は、Ｃ社における請求者の厚生年金保険被保険者資格の取得年月日を平成

26 年２月１日、喪失年月日を平成 27 年３月１日とし、標準報酬月額については、平成 26 年２

月から同年８月までは 13 万 4,000 円、同年９月から平成 27 年２月までは 16 万円とすること

が必要である。 



 

 

 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1800225 号 

厚生局事案番号 ： 近畿（厚）第 1800067 号 

第１ 結論 

１ 請求者のＡ社における請求期間のうち、平成 14 年９月１日から同年 10 月１日までの期間

及び平成15年４月１日から平成16年３月１日までの期間の標準報酬月額を別表の１のとお

り訂正することが必要である。 

平成 14 年９月及び平成 15 年４月から平成 16 年２月までの訂正後の標準報酬月額につい

ては、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「厚生年金特

例法」という。）第１条第５項の規定により、保険給付の計算の基礎となる標準報酬月額と

して記録することが必要である。 

事業主が請求者に係る平成 14 年９月及び平成 15 年４月から平成 16 年２月までの訂正後

の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

除く。）を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

２ 請求者のＡ社における請求期間のうち、平成 11 年 10 月１日から平成 12 年 10 月 1 日まで

の期間、平成 13 年 10 月１日から平成 15年９月１日までの期間及び平成 17 年９月１日から

同年 11 月１日までの期間の標準報酬月額を別表の２のとおり訂正することが必要である。 

平成 11年 10 月から平成 12 年９月までの各月、平成 13 年 10 月から平成 15 年８月までの

各月、平成 17 年９月及び同年 10月の訂正後の標準報酬月額（訂正前の標準報酬月額及び上

記第１の１の厚生年金特例法による訂正後の標準報酬月額を除く。）については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、保険給付の計算の基礎とならない標準報酬月額として記

録することが必要である。 

３ 請求者のＢ社における請求期間のうち、平成 18 年９月１日から平成 19 年９月１日までの

期間の標準報酬月額を別表の３のとおり訂正することが必要である。 

平成 18 年９月から平成 19 年８月までの訂正後の標準報酬月額（訂正前の標準報酬月額を

除く。）については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、保険給付の計算の基礎とな

らない標準報酬月額として記録することが必要である。 

４ その余の請求期間については、厚生年金保険被保険者記録の訂正を認めることができない。                 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住 所 ：  

２ 請求内容の要旨 

  請 求 期 間 ： ① 昭和 62年６月 23日から平成 17年 11 月１日まで 

           ② 平成 17 年 11 月１日から平成 19 年９月１日まで 

   昭和 62 年６月 23 日から平成 19 年９月１日までの請求期間について、年金記録を確認し

たところ、Ａ社とＢ社の標準報酬月額が、実際の給与額と相違していることが分かった。 

Ａ社及びＢ社の給与明細書及び預金通帳を提出するので、請求期間①及び②について、標

準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

１ 請求期間①のうち、平成 14 年９月１日から同年 10 月１日までの期間及び平成 15 年４月

１日から平成 16 年３月１日までの期間について、請求者から提出された給与明細書及び預

金通帳から判断すると、請求者が、当該各期間において、オンライン記録の標準報酬月額を



 

 

 

超える報酬月額の支払を受け、当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料額を超える厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、厚生年金特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正

及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及

び請求者の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、請求期間に

係る標準報酬月額については、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定すること

となる。 

したがって、請求期間①のうち、平成 14年９月１日から同年 10月１日までの期間及び平

成 15 年４月１日から平成 16 年３月１日までの期間に係る標準報酬月額については、前述の

給与明細書等により確認又は推認できる厚生年金保険料控除額から、別表の１のとおり訂正

することが妥当である。 

なお、事業主が請求者に係る訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、事業主は請求者の請求内容どおりの厚生年金保険料を納付

したとしている一方で資料はない旨回答しており、このほかに、これを確認できる関連資料

及び周辺事情が見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が請求どおり

の厚生年金保険被保険者の報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行った

とは認められない。 

２ 請求期間①のうち、平成７年１月１日から平成 14 年９月１日までの期間、同年 10 月１日

から平成 15年４月１日までの期間及び平成 16年３月１日から平成 17年 11月１日までの期

間について、請求者から提出された給与明細書により確認又は推認できる厚生年金保険料控

除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額よりも低い額又は同額である

ことから、厚生年金特例法による保険給付の対象に当たらないため、同法による記録の訂正

は認められない。 

一方、請求者は、保険給付の計算の基礎となるか否かにかかわらず、標準報酬月額の記録

を実際の給与支給額に見合う額に訂正することを求めているところ、請求期間①のうち、平

成 11 年 10 月１日から平成 12 年 10 月 1 日までの期間、平成 13 年 10 月１日から平成 15 年

９月１日までの期間及び平成 17 年９月１日から同年 11 月１日までの期間について、請求者

から提出された給与明細書により、当該各期間の標準報酬月額の改定又は決定の基礎となる

期間の報酬月額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額（平成 14 年９月

及び平成 15 年４月から同年８月までは上記第３の１の厚生年金特例法により訂正される標

準報酬月額）よりも高い額であることが認められる。 

したがって、請求期間①のうち、平成 11年 10月１日から平成 12年 10月 1日までの期間、

平成 13 年 10 月１日から平成 15 年９月１日までの期間及び平成 17 年９月１日から同年 11

月１日までの期間に係る標準報酬月額については、前述の給与明細書により確認できる報酬

月額から、別表の２のとおり訂正することが妥当である。 

ただし、平成 11年 10 月から平成 12 年９月までの各月、平成 13年 10 月から平成 15 年８

月までの各月、平成 17年９月及び同年 10 月の訂正後の標準報酬月額（訂正前の標準報酬月

額及び上記第３の１の厚生年金特例法による訂正後の標準報酬月額を除く。）については、

厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、保険給付の計算の基礎とならない標準報酬月額

として記録することが必要である。 

３ 請求期間②について、請求者から提出された給与明細書により確認できる厚生年金保険料

控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額よりも低い額又は同額であ

ることから、厚生年金特例法による保険給付の対象に当たらないため、同法による記録の訂

正は認められない。 



 

 

 

一方、請求者は、保険給付の計算の基礎となるか否かにかかわらず、標準報酬月額の記録

を実際の給与支給額に見合う額に訂正することを求めているところ、請求期間②のうち、平

成 18 年９月１日から平成 19 年９月１日までの期間について、請求者から提出された給与明

細書及び日本年金機構Ｃ事務センターの回答により、当該期間の標準報酬月額の改定又は決

定の基礎となる期間の報酬月額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額よ

りも高い額であることが認められる。 

したがって、請求期間②のうち、平成 18年９月１日から平成 19年９月１日までの期間に

係る標準報酬月額については、前述の給与明細書等により確認できる報酬月額から、別表の

３のとおり訂正することが妥当である。 

ただし、平成 18年９月から平成 19 年８月までの訂正後の標準報酬月額（訂正前の標準報

酬月額を除く。）については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、保険給付の計算の

基礎とならない標準報酬月額として記録することが必要である。 

４ 請求期間①のうち、昭和 62 年６月 23 日から平成７年１月１日までの期間について、請求     

者は、当該期間の標準報酬月額の決定の基礎となる期間の報酬月額及び当該期間の厚生年金

保険料控除額を確認できる給与明細書を保管しておらず、Ａ社は、当時の資料はない旨回答

しており、このほかに、当該期間の標準報酬月額及び厚生年金保険料控除額を確認できる資

料は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求期間①のう

ち、昭和 62 年６月 23 日から平成７年１月１日までの期間について、請求者が、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認める

ことはできない。 

  



 

 

 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1800225 号 

厚生局事案番号 ：  近畿（厚）第 1800067 号 

 

１【厚生年金特例法による訂正】 

訂 正 期 間 訂正後の標準報酬月額 訂正前の標準報酬月額 

平成 14 年９月 30 万円 28 万円 

平成15年４月から平成16年２月まで 38 万円 30 万円 

 

 

２【厚生年金保険法（第 75 条本文）による訂正】 

訂 正 期 間 訂正後の標準報酬月額 訂正前の標準報酬月額 

平成11年10月から平成12年９月まで 44 万円 26 万円 

平成13年10月から平成14年９月まで 
47 万円 

28 万円 

平成14年10月から平成15年８月まで 30 万円 

平成 17 年９月及び同年 10 月 53 万円 34 万円 

 

３【厚生年金保険法（第 75 条本文）による訂正】 

訂 正 期 間 訂正後の標準報酬月額 訂正前の標準報酬月額 

平成 18 年９月から平成 19 年８月まで 56 万円 41 万円 

 

 

別 表 



       

 

 

厚生局受付番号 ： 近畿（受）第 1800236 号 

厚生局事案番号 ：  近畿（厚）第 1800068 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社（現在は、Ｂ社）における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日を昭和 40

年３月９日から昭和 38年 11 月１日に訂正し、同年 11 月から昭和 40年２月までの標準報酬月

額を３万 6,000 円とすることが必要である。 

昭和 38 年 11 月１日から昭和 40 年３月９日までの期間については、厚生年金保険の保険給

付及び保険料の納付の特例等に関する法律第１条第５項の規定により、保険給付の計算の基礎

となる被保険者期間として記録することが必要である。 

事業主は、請求者に係る昭和 38 年 11 月１日から昭和 40 年３月９日までの期間の厚生年金

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 昭和 38年 11 月１日から昭和 40年３月９日まで 

請求期間当時、Ａ社に在籍した上で、Ｃ社に出向し、同社Ｄ工場に勤務していた。 

しかし、当該出向期間のうち、請求期間に係るＡ社の厚生年金保険被保険者記録がないた

め、調査の上、年金記録を訂正してほしい。 

  

第３ 判断の理由   

      Ｂ社の回答、請求者から提出されたＡ社の辞令及びＡ社の元同僚の陳述から判断すると、請

求者は、請求期間において、同社に在籍し（昭和 38 年 11 月１日にＡ社からＣ社に出向）、請

求期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、請求期間に係る標準報酬月額については、請求者のＡ社における請求期間前後の厚生

年金保険の記録から、３万 6,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が請求者の請求期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、Ｂ社は、請求者の請求期間に係る厚生年金保険被保険者資格取得届を社会保険事務

所（当時）に対し提出したか否か、また、厚生年金保険料を納付したか否かについて不明と回

答しているが、仮に、事業主から請求期間に係る厚生年金保険被保険者資格取得届が提出され

た場合には、その後、厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届を提出する機会があったこと

となるが、いずれの機会においても社会保険事務所が当該届について記録していないとは通常

の事務処理では考え難いことから、事業主から当該届は提出されておらず、その結果、社会保

険事務所は、請求者の請求期間に係る厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 


